
 

住友不動産販売健康保険組合 第２期データヘルス計画（概要） 
  （平成30年度～平成35年度） 

  

  

  第2期データヘルス計画では、優先すべき健康課題に応じ、事業全体の目的と事業全体の
目標を下記のとおり定めます。 

  

 事業全体の目的                事業全体の目標 

  

  

 

 

 

 

 

  

  
被保険者とその家族が、心身ともに健康で充実
した生活を、長きにわたり送れるよう『循環器
系重症疾患の発症抑制』と『がんの早期治療』
を重要な目的と位置づける。 
 高血糖・高血圧等ハイリスク者への受診勧奨
やがん検診の積極的実施に努め、治療の長期化
を未然に防ぐことで、中長期的に生活習慣病関

連疾病の罹患者減少を目指す。   

 
「生活習慣病関連」及び「新生物」の医療費の
伸びの抑制を全体目標とし、下記３点を具体的
目標に掲げる。 
１．高血糖・高血圧等ハイリスク者の100％受診 
２．若年層メタボ率の減少 
３．人間ドック及びがん検診の受診率の更なる
向上 
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1.高血糖・高血圧等ハイリスク者の100％受診 

   

人間ドックや健康診断の結果で受診勧奨値以上 

の方には、専門医の紹介をいたします。 

 

 

 

２．若年層メタボ率の減少 

  

 30代で、BMI25以上かつ 

 リスクがひとつでもある方 

 に「痩せる」ための特別 

 プログラムを実施します。 

 

  

 

３．人間ドック及びがん検診の受診率の更なる向上 

 

 35歳以上の被保険者と40歳以上のご家族に  

 無料で人間ドックを実施いたします。 

 平成30年度からは、30代の女性を対象に 

 乳がん・子宮がん検診も実施します。 

  

とくに次の事業について、優先すべき課題として実施いたします 
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データヘルス計画
第2期計画書

最終更新日：平成 30 年 08 月 07 日
住友不動産販売健康保険組合

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 



STEP１-１ 基本情報
組合コード 28732
組合名称 住友不動産販売健康保険組合
形態 単一
業種 不動産業、物品賃貸業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

3,700名
男性70.3%

（平均年齢36.6歳）*
女性29.7%

（平均年齢30.8歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 6,269名 -名 -名
適用事業所数 2ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

300ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

70.00‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 2 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,413 ∕ 1,552 ＝ 91.0 ％
被保険者 1,029 ∕ 1,042 ＝ 98.8 ％
被扶養者 384 ∕ 510 ＝ 75.3 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 94 ∕ 321 ＝ 29.3 ％
被保険者 89 ∕ 297 ＝ 30.0 ％
被扶養者 5 ∕ 24 ＝ 20.8 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 11,857 3,205 - - - -
特定保健指導事業費 6,650 1,797 - - - -
保健指導宣伝費 21,032 5,684 - - - -
疾病予防費 111,613 30,166 - - - -
体育奨励費 21,556 5,826 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 172,708 46,678 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,504,082 406,509 - - - -
a/b×100 （%） 11.48 - -

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 324人 25〜29 529人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 415人 35〜39 356人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 289人 45〜49 276人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 225人 55〜59 133人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 21人 65〜69 4人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 279人 25〜29 276人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 221人 35〜39 142人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 62人 45〜49 38人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 28人 55〜59 6人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 303人 5〜9 239人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 180人 15〜19 145人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 67人 25〜29 9人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 2人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 326人 5〜9 219人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 171人 15〜19 134人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 80人 25〜29 94人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 169人 35〜39 225人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 182人 45〜49 167人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 104人 55〜59 53人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 18人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 6人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・被保険者の男女比は、7：3で男性が多い。20、30歳代が被保険者の約7割を占める。
・被扶養者は、0〜14歳が全体の約半数を占める。
・事業所は札幌から福岡まで全国に点在し、1店舗あたり約10人前後の被保険者が在籍。
・健保組合は常務理事、事務長、担当員の3名で構成。専門職（医師、看護師、保健師等）は不在。

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・特定健康診査は、被保険者・被扶養者ともに受診率は比較的高いが、被扶養者の更なる受診率向上が期待できる。
・特定保健指導の実施率は全国平均と比べ高いが、第３期目標（55％以上）にはほど遠い。業務多忙などを理由とした不参加者や、脱落者も多い。
・広報誌や医療費通知、各事業の案内書は事業所配付や社内メール一斉送信が中心。被扶養者へ届く周知方法の検討が必要。
・人間ドックの受診率は高いが、健診後のフォローが徹底できていない。要精密検査・要受診と診断された者への受診勧奨が必要。
・若年者向け保健指導の参加率が低調。重症化予防事業の受診勧奨でも度重なる勧奨を行わないと参加に繋がらない。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ウェブによる情報提供サービス
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導（動機付支援対象者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（積極的支援対象）
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　『社会保険の知識』配布
　保健指導宣伝 　若年者向け保健指導
　保健指導宣伝 　重症化予防事業
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　電話健康相談
　保健指導宣伝 　歯科衛生
　保健指導宣伝 　育児情報誌配布
　保健指導宣伝 　幼児健康推奨事業
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　郵送がん検診
　疾病予防 　郵送血液検査
　疾病予防 　家庭用常備薬の補助斡旋
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　体育奨励 　体育施設の利用補助
　体育奨励 　ヘルスアップキャンペーン
事業主の取組
　1 　新入社員研修
　2 　衛生委員会による健康意識改善
　3 　定期健康診断
　4 　雇入時の健診
　5 　業務時間の抑制
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2
ウェブによる
情報提供サー
ビス

【目的】
健康意識向上
【概要】
ウェブによる健診結果の閲覧や個別的情報提供を実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

19
〜
74

全員 321
ウェブサービス「KenCoM」により健
診結果等の個別的情報提供を年間を通
じて実施。登録促進キャンペーンやチ
ラシ配布による登録率向上策を実施。
年度末登録率　33.7％

キャンペーンの実施や継続的な周知に
より登録率は30％台を維持。

今後は独自ポイント制度などのインセ
ンティブ付与を検討。 2

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
【目的】
生活習慣病リスク者を的確に把握する。
【概要】
全国72の契約機関で人間ドックにて実施。
被保険者は事業主の安衛法健診と兼ねる。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 10,568

（被保険者）
　対象者　1,069名　
　受診者　1,057名　
　受診率　98.87％
（被扶養者）
　対象者　　528名　
　受診者　　404名　
　受診率　76.52％

事業主からの受診勧奨が積極的に行わ
れたことにより高い受診率を維持。 特になし 4

特
定
保
健
指
導
事
業

4
特定保健指導
（動機付支援
対象者）

【目的】
生活習慣病の予防。
【概要】
動機付支援対象者への保健指導。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 908

対象者　111名
実施者　被保険者　37名　
　　　 被扶養者　5名
実施率　37.84％

毎年指導対象者となる方の受講意欲が
低いなか、継続的に督促をすることで
３割の実施率をクリアした。

継続支援に対するレスポンスが悪い。
受講者のモチベーション維持のための
工夫が必要。

2

4
特定保健指導
（積極的支援
対象）

【目的】
生活習慣病の予防
【概要】
積極的支援対象者への保健指導

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 2,120

対象者　190名
実施者　被保険者　63名
　　　　被扶養者　0名
実施率　33.15％

毎年指導対象者となる方の受講意欲が
低いなか、継続的に督促をすることで
３割の実施率をクリアした。

継続支援に対するレスポンスが悪い。
受講者のモチベーション維持のための
工夫が必要。

2

保
健
指
導
宣
伝

5 機関誌発行
【目的】
健康保険組合からの情報発信
予算・決算の広報
【概要】
機関誌『フルール』を年2回発行

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 1,124
年２回（春号，秋号）発行
被保険者は各事業所宛、任継者は自宅
宛郵送

個人PCを持たない社員もいるため、紙
媒体で配付する意義があり、今後も継
続する。

家族も目にするよう、自宅への持ち帰
りを促す工夫が必要。 5

5 『社会保険の
知識』配布

【目的】
新規取得者への社会保険制度の啓蒙
【概要】
新規取得者加入時に『社会保険の知識』を配布

被保険者 全て 男女
-

〜
-

基準該
当者 139

小冊子『社会保険の知識』を４月の新
入社員研修時に配布。
中途採用者へは入社手続き時に配布。

入社時に配布し、説明を行うことよっ
て、健康保険制度の理解を深めている
。

長期間内容を変更していないので、リ
ニューアルを検討。 5

4 若年者向け保
健指導

【目的】
メタボ減少
【概要】
30歳代の肥満者に、運動指導を中心とした保健指導を実施
。

被保険者 全て 男女
30
〜
39

基準該
当者 113

BMI25以上かつリスクを保有する30歳
代に、スポーツクラブでのマンツーマ
ン指導によるプログラムの実施と、利
用料補助を組み合わせて実施。（10〜1
2月）
対象者　175名　実施者21名

通常の特定保健指導プログラムより安
価で実施。平均体重と平均BMIともに減
少した。

実施施設が限られたため、参加率が低
調であった。 1

4 重症化予防事
業

【目的】
糖尿病リスク者減少
【概要】
高リスク者の生活習慣改善を促し、必要に応じて糖尿病専
門医の紹介や継続受診フォローを実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
-

基準該
当者 975

HbA1c6.5%以上のリスク者47名に重症
化予防サービス案内を行い13名が申込
。未申込の29名に産業医のコメント入
りで再度受診勧奨を実施。最終的に18
名の受診を確認した。

未申込者に産業医のコメントを同封し
、再勧奨を行ったことで受診率増加に
繋がった。

未治療者に受診を勧めるためには、度
重なる勧奨が必要である。 3

8 医療費通知
【目的】
医療費適正化
【概要】
『医療費のお知らせ』を全レセプトを対象に、年4回該当被
保険者へ配布。

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 1,765
年３回（４ヶ月毎）通知
各事業所宛発送
任検者は自宅へ郵送

ウェブによる閲覧提供も視野に入れて
いるが、閲覧者減少が懸念されるため
、医療費適正化の観点からは紙媒体で
の配付が効果的である。

平成30年より医療費控除証明書類とな
るので、紙媒体による年間医療費通知
の作成を検討。

5

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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6 電話健康相談

【目的】
加入者の健康相談
【概要】
電話による健康相談、医師紹介サービス、メンタルヘルス
カウンセリング。

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
- 全員 918

フリーダイヤルによる電話健康相談を2
4時間年中無休で受付
ウェブ相談にも対応
年間相談件数　82件

相談件数は少ないが、子育て世代の育
児・医療相談が好評。

サービス告知を定期的に実施し。周知
徹底する。 3

5 歯科衛生
【目的】
歯科衛生教育
【概要】
家庭用常備薬斡旋時に歯科衛生に関する啓発グッズを配布
。

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 1,655
家庭用常備薬補助斡旋事業申込者全員
に歯ブラシセットを常備薬の納品に合
わせて配布。
配布者3,310名

実用的な商品選定が好評。常備薬斡旋
時同時配布により配送料を軽減。

歯科衛生啓蒙のための選定商品がマン
ネリ化しないよう、アンケート等の実
施を検討。

4

5 育児情報誌配
布

【目的】
育児支援・情報提供
【概要】
育児情報誌『赤ちゃんとママ』を出産育児一時金支給対象
者へ1年間送付

被保険者
被扶養者 全て 女性

-
〜
-

基準該
当者 392

育児情報誌『赤ちゃんとママ』を出産
育児一時金支給対象者に1年間無料購読
を実施。
年間購読者数　119名

アンケート結果によると、初めての育
児への不安軽減など一定の効果がみら
れた。

希望制から対象者全員配付に切り替え
たが、第二子以降の出産にも役立つか
、内容の充実化を検討。

3

5 幼児健康推奨
事業

【目的】
幼児の医療費適正化
【概要】
手洗い・うがいを記録するカレンダーを配布し、風邪やイ
ンフルエンザの予防につなげる

被扶養者 全て 男女
2

〜
6

全員 298

「つよい子になるぞキャンペーン」と
題し、2〜6歳の未就学児567名にシール
付カレンダーを配布。
キャンペーン期間は10月〜12月。
健康保険制度の周知も併せて実施。キ
ャンペーン終了後のアンケート回答者
には記念品を贈呈。

アンケート結果によると、手洗い・う
がいを意識する動機づけになったとの
こと。

対象年齢を広げる要望もあり、予算を
含め検討が必要だが、28年度は同条件
で実施。

4

疾
病
予
防

3 人間ドック

【目的】
がん・循環器系疾患の早期発見・早期治療
【概要】
35歳以上の被保険者・40歳以上の被扶養者を対象に、全国
72の契約機関にて実施。
乳がん・子宮がん・前立腺がんのオプションも補助対象。

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 78,145

4月から10月に実施。被保険者は事業主
の安衛法と兼ねる。
（被保険者）　35歳以上対象
　　　対象者　　1,586名
　　　受診者　　1,537名
　　　受診率　　96.91％
（被扶養者）　40歳以上対象
　　　対象者　　　569名
　　　受診者　　　422名
　　　受診率　　　74.17％

被保険者は安衛法健診と兼ねているた
め、受診率は好調。
被扶養者には未受診者対策として、ト
ライアルで郵送による血液検査を実施
。次年度の受診率増に期待が持てる。

３年以上未受診などの積極的な受診勧
奨が必要である。特に被扶養者はアン
ケート等を実施し、未受診要因を把握
することが必要。

4

3 郵送がん検診
【目的】
がんの早期発見
【概要】
被保険者及び被扶養配偶者を対象に、郵送によるがん検診
（大腸・胃・子宮）を実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
-

全員 3,299

6月に実施
Tf大腸がん検査
　受診者740名　要精検56名
胃がん検査（ペプシノゲン）
　受診者733名　要精検33名
子宮頚がん検査
　受診者407名　要精検 4名

人間ドック対象外の若年層のがん早期
発見に一定の効果を示している。

自己採取による子宮頸がん検査の精度
管理問題を整理し、次年度以降の実施
のあり方について検討する必要あり。

3

3 郵送血液検査
【目的】
被扶養者の特定健診受診率向上
【概要】
生活習慣病検査項目を自宅で血液採取による方法で検査す
る。

被扶養者 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 74

人間ドック未受診の被扶養者を対象に
、2〜3月にかけて実施。
対象者　138名
受診者　 10名
受診率　7.24％

未受診者の健康状態の把握に一定の効
果を示した。

健診の受診へ繋げる為のフォローが必
要。 2

3 家庭用常備薬
の補助斡旋

【目的】
病気やけがの早期治療、セルフメディケーション
【概要】
感冒薬等を中心とした家庭用常備薬の購入費用を1人あたり
1500円まで補助。

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 4,907
10〜12月に実施
1人1,500円補助を行い、3,310名が申込
み（申込率97％）

保健事業の中で最大の参加率。
大手3社の見積もりにより、低価格で実
施。

医療費の抑制につながっているかの検
証や、今後の商品の選定に課題あり。 4

3 インフルエン
ザ予防接種

【目的】
インフルエンザ重症化予防
【概要】
被扶養者を対象に、東振協契約機関でのインフルエンザ予
防接種費用を3,000円まで補助

被扶養者 全て 男女
-

〜
-

全員 2,999
東振協のインフルエンザ予防接種共同
事業を利用し、被扶養者を対象として3,
000円を上限に補助。
実施者数　947名

５年目を迎え認知度も定着。利用者は
年々増加傾向。

東振協提携医療機関が限られるので、
近隣に対象施設がない場合は接種機会
を損ねるケースがある。

3

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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体
育
奨
励

8 体育施設の利
用補助

【目的】
運動習慣の定着
【概要】
スポーツクラブ法人３社と契約
被保険者及び被扶養配偶者を対象
各施設、月５回までの利用料を補助（利用者負担１回500
円）

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
74

全員 13,382
延べ利用者数
　 コナミスポーツ　　　 5,773名
　 ルネサンス　　　　　 1,410名
　 セントラルスポーツ　 1,467名
　　　　計　　　　　　 8,650名

延べ利用者数は年々増加傾向で、利用
者から好評を受けている。次年度より
事業所本社所在地に施設を構える法人
と契約したことで、更なる利用率の向
上が見込める。

利用者に偏りがあるため、新規登録者
を増やすための新たな取り組みが必要
。

3

5 ヘルスアップ
キャンペーン

【目的】
被保険者の健康増進
【概要】
キャンペーン期間の歩数や健康行動をポイント化し、成績
優秀者に賞品を贈呈、個々の意識付けを図る

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 2,369

春・秋の年２回実施（6月，10月）
参加者　　5月　530名（参加率15.52％
）
　　　　 10月　852名（参加率25.17％
）
参加者全員に参加賞贈呈。
成績優秀者には個人賞、参加率や平均
ポイントの高かった事業所には所属賞
を贈呈。

春はエントリー制と所属戦を廃止した
ことにより参加率が低下してしまった
。
それを踏まえ、秋はエントリー制と所
属戦の復活、及び参加賞のグレードア
ップにより、参加率が向上。参加者ア
ンケートによると、運動習慣の定着な
どに効果を与えている模様。

ポイント集計に、ウェブサービス『Ken
CoM』の活用を検討。『KenCoM』登
録率向上にもつなげたい。

4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

新入社員研修 健康に関する自己認識の養成、社会保険の仕組みを説明 被保険者 男女
18
〜
74

滞りなく実施 新入社員全員が集合する場での実施 - 無

衛生委員会による
健康意識改善 健康についての勉強会および産業医からのアドバイス提供 被保険者 男女

18
〜
74

毎月1時間テーマに沿って実施 毎月テーマが変わる事により興味が維持できて
いる - 無

定期健康診断 労働安全衛生法に則り実施 被保険者 男女
18
〜
74

8月〜10月実施 勤務時間で受診可能としている - 無

雇入時の健診 雇入の都度実施 被保険者 男女
18
〜
74

随時 - - 無

業務時間の抑制 業務終了時間の規則化（パソコン、事務所の使用制限） 被保険者 男女
18
〜
74

業務上やむをえない場合を除き徹底 パソコンや事務所に使用制限をかけることで強
制力が強い - 無

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３-１ 年齢別医療費と疾病割合（２０１６年度）※歯科を除く  

 被保険者【男性】                     被保険者【女性】  

 被扶養者【男性】                     被扶養者【女性】 

・被保険者男性の循環器系疾患が、40～50代にかけて増加傾向。50～54歳の腎尿路系疾患は主に腎不全。 
・被保険者女性は35歳から新生物が急増。主に婦人科系の良性腫瘍。25～39歳にかけての腎尿路系増加は、主に月経関連。 
・被扶養者は男女問わず、0～9歳の呼吸器系(喘息)疾患と皮膚系疾患の医療費が高い。 
・被扶養者女性の45～49歳の循環器系疾患は、主に生活習慣由来以外の肺高血圧症。35歳から新生物(悪性腫瘍)が増加。 
・歯科はグラフ未掲載だが、医療費が５年前の3.2倍に増大。特に歯肉炎・歯周炎の罹患者数が3倍と急激に伸びている。 

腎尿路系 

新生物 

神経系 

新生物 

呼 吸 器 系 

内分泌,栄養代謝 呼吸器系 

呼吸器系 

精神及び行動の
障害 

循環器系 

内分泌,栄養代謝 

呼吸器系 

皮膚系 

循環器系 

皮膚系 

妊娠,分娩 

腎尿路系 

新生物 
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STEP１-３-2 内分泌,栄養及び代謝疾患、循環器系疾患（生活習慣病関連疾患のみ）の状況 

 【医療費－経年】                     【罹患数－経年】  

 【1人当たり医療費－経年】              【疾病割合－被保険者2016年度】                    

・医療費は、循環器系疾患は減少傾向だが、糖尿病関連の内分泌代謝系疾患が増加傾向である。 
・罹患数は、循環器系・内分泌代謝系ともに増加している。 
・1人当たり医療費でみると、循環器系は減少傾向、内分泌代謝系は微増している。 
・疾病割合では35歳から糖尿病が増加し、高血圧性疾患は40歳から急増。45歳から脳梗塞や心疾患が出現。 

糖尿病 

高血圧 

高脂質血症等 
脳梗塞 
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STEP１-３-３ 健康分布図（2016年度）から見る被保険者男性の健康状態 

・30歳代から肥満割合が急増。メタボ該当者が20歳代では18.6％であるが、30歳代では30.9％に。 
・40歳代から肥満が非肥満を逆転。リスク高(血糖・血圧・脂質全て該当)割合も30歳代に比べ倍増。 
・50歳代では非肥満も含めたリスク高割合が11.2％に。リスクなし割合が27.2％と他年代と比べ激減。 

0.6％ 

5.2％ 

12.8％ 

13.5％ 

0.4％ 

2.5％ 

13.3％ 

51.7％ 

  被保険者【男性】20歳代                 被保険者【男性】30歳代 
   肥満 32.1％         非肥満 67.9％                  肥満 44.4％          非肥満 55.6％ 

 2.1％ 

 9.8％ 

19.0％ 

13.5％ 

0.5％ 

2.6％ 

14.9％ 

37.6％ 

   被保険者【男性】40歳代                 被保険者【男性】50歳代以上 
      肥満 53.3％         非肥満 46.7％                 肥満 55.6％          非肥満 44.4％ 

  4.3％ 

15.3％ 

21.7％ 

12.0％ 

1.6％ 

5.3％ 

15.6％ 

24.2％ 

  9.1％ 

19.8％ 

17.0％ 

 9.7％ 

2.1％ 

6.5％ 

18.3％ 

17.5％ 

リスク低 ⇒ リスク1つ 
リスク中 ⇒ リスク2つ 
リスク高 ⇒ リスク3つ 
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STEP１-３-４ 2016年度健診結果 ハイリスクかつ未服薬者の各検査項目の人数分布 

 【血圧_収縮期】 
    

  【血圧_拡張期】 
    

※ハイリスク ⇒ 血糖・血圧・脂質 
         のうちリスク２つ以上 
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STEP１-３-５ 2016年度健診結果 ハイリスクかつ未服薬者の各検査項目の人数分布 

・2016年度健診データより、ハイリスク者521人中未服薬者は423人。（81.19％） 
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧奨値を大幅に超えている群が一定割合いる。 

 【血糖_HbA1c】 
    

  【血糖_空腹時血糖】 
    

 【脂質_中性脂肪】 
    

※ハイリスク ⇒ 血糖・血圧・脂質 
         のうちリスク２つ以上 
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【特定健診の実施率】本人家族別                【特定保健指導の実施率】全国平均との比較  
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全国健保平均 

【 特定保健指導対象者の割合】全国平均との比較          【 特定保健指導対象脱却者の割合】全国平均との比較 
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・特定健診の実施率は順調に伸びており、第３期目標（90％以上）を既に達成している。 
・特定保健指導の実施率は全国平均と比べ高いが、第３期目標（55％以上）にはほど遠い。 
・特定保健指導対象者の割合は、全国平均と比べて男性が高く上昇傾向。 
・特定保健指導対象からの脱却者の割合は、全国平均よりやや低く、近年減少傾向である。 

STEP１-３-６ 特定健診・保健指導の実施率の推移  
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 【被保険者(男性)喫煙率－年代別】            【被保険者(女性)喫煙率－年代別】   

・被保険者男性の喫煙率が全年代で高く、特に20歳代では喫煙者が半数を超えている。 
・被保険者女性の喫煙率は全体的には低いが、40歳以上から急激に喫煙率が上がっている。 
・前期高齢者が少人数(20名以下)の為、入院医療費が1件発生するだけで医療費が倍増。結果納付金への影響拡大。 

STEP１-３-７ 当健康保険組合が抱える現状の課題  
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 【前期高齢者医療費及び納付金の推移】                                                                                           単位：百万円 
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・被保険者男性の40〜50代で循環器系疾患が増加傾向。
・経年医療費では、内分泌,栄養及び代謝疾患が年々増加。
・罹患者数では、循環器系・内分泌系ともに増加傾向。
・1人当たり医療費でみると、循環器系は減少傾向、内分泌代謝系は微増し
ている。

 循環器系・内分泌系疾患は、生活習慣の改善等で予防対策が可能である
。
ICTを活用した情報提供サービスにより、健診結果の振り返りなどを促
し、健康状態が悪化しないよう教育する。

2 ・被保険者女性は35歳から婦人科系の良性腫瘍が増加傾向。
・被扶養者女性も35歳以降、悪性腫瘍が出現。  女性特有のがんや、婦人科系疾患の早期発見・早期治療を

目的としたがん検診を実施する。 

3
・被扶養者は男女ともに、0〜9歳の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医療費が高
い。  未就学児や中学生に対する医療費助成は、全国の多くの自治体で実施し

ており、医療機関に気軽にかかりやすい状況を作っている。感冒等の疾
患であれば、手洗いうがいの徹底などで、ある程度予防や重症化を防ぐ
ことができる。インフルエンザ予防接種の実施や、手洗いうがいを促す
キャンペーンで、医療費の減少を目指す。

4
・歯科医療費が５年前の3.2倍に増大。特に歯肉炎・歯周炎の罹患者数が3倍
と急激に伸びている。  歯周病等の歯科疾患は、日頃の歯磨き習慣で改善が期待できる。

歯科衛生グッズの配付による啓蒙や、歯科健診の斡旋により歯科医療費
の伸びを抑制する。

5
・被保険者の45歳以降から、脳梗塞や心疾患など重篤な疾患が出現。
・ハイリスク者のうち、未服薬者の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧奨値を大幅に超えている群が一定割合いる
。

 重症疾患の発症を防ぐためには、早い段階からの介入が重要である。産
業医と連携した重症化予防対策を講じる。
血圧及び血糖が受診勧奨値以上で未受診者に、受診勧奨を実施する。



6

・30歳代から肥満割合が急増。メタボ該当者が20歳代では18.6％であるが
、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転。リスク高(血糖・血圧・脂質全て該当)割
合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリスク高割合が11.2％に。リスクなし割合が2
7.2％と他年代と比べ激減。

 30歳代から肥満が急増することに着目した、若年者向けの保健指導を実
施する。まずは体重を落とすことが重要なので、魅力のある内容のダイ
エットプログラムなどを提供する。



7
・特定保健指導の実施率は全国平均と比べ高いが、第３期目標（55％以上）
にはほど遠い。
・特定保健指導対象者の割合は、全国平均と比べて男性が高く上昇傾向。
・特定保健指導対象からの脱却者の割合は、全国平均よりやや低く、近年減
少傾向である。

 特定保健指導の実施率向上を目指し、指導対象者が参加しやすいような
ICTを活用した指導方法などを盛り込み、複数の指導パターンからの選
択式で実施する。

8
・被保険者男性の喫煙率が全年代で高く、特に20歳代では喫煙者が半数を超
えている。
・被保険者女性の喫煙率は全体的には低いが、40歳以上から急激に喫煙率が
上がっている。

 事業主と協力し、就労時間内の禁煙に取り組む。
禁煙サポートプログラムにより、禁煙したい人への支援を実施する。

9
・前期高齢者が少人数(20名以下)の為、入院医療費が1件発生するだけで医
療費が倍増。結果納付金への影響が拡大。  前期高齢者を目前に控えた60歳代のシニア層に対し、健康相談や保健指

導を行い、重症疾患の発生を抑制する。後発医薬品の使用促進も併せて
行う。

ア，イ

ア

ア

ア

イ，エ，オ

ウ

カ

キ

キ

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 
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基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・被保険者の男女比は、7：3で男性が多い。20、30歳代が被保険者の約7割を占める。  特に被保険者全員を対象として行う保健事業については、男性比率や20、30歳代の年齢
層が多いことを意識して、プログラムやインセンティブの内容を工夫する。

2 ・被扶養者は、0〜14歳が全体の約半数を占める。  被扶養者の約半数が15歳未満の子どもであり、特に医療費がかかる年齢層でもあるため
、医療費削減対策となる事業展開が必要。

3 ・事業所は札幌から福岡まで全国に点在し、1店舗あたり約10人前後の被保険者が在籍。  被保険者を一堂に会してイベントやセミナーを行うのは困難なため、個別に参加ができ
るイベントの実施や、ICTを活用したプログラム等の導入が必須。

4 ・健保組合は常務理事、事務長、担当員の3名で構成。専門職（医師、看護師、保健師等）は
不在。  専門的な知識が必要とされる場合は、事業主の産業医や委託業者の協力協力を得る。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・特定健康診査は、被保険者・被扶養者ともに受診率は比較的高いが、被扶養者の更なる受
診率向上が期待できる。  ・被扶養者は、周知徹底できていないことが考えられるため、対象者全員の自宅に案内

を送るなどの対策が必要。
2 ・特定保健指導の実施率は全国平均と比べ高いが、第３期目標（55％以上）にはほど遠い。

業務多忙などを理由とした不参加者や、脱落者も多い。  ・業務多忙を理由とする不参加や脱落者が出ないために、就業時間内でもスムーズに指
導が受けられるよう、事業主の協力が必要。

3 ・広報誌や医療費通知、各事業の案内書は事業所配付や社内メール一斉送信が中心。被扶養
者へ届く周知方法の検討が必要。  ・被扶養者の周知徹底には、送付先を自宅にしたり、送付回数を増やすなど検討が必要

。
4 ・人間ドックの受診率は高いが、健診後のフォローが徹底できていない。要精密検査・要受

診と診断された者への受診勧奨が必要。  ・健診結果の集計により、精密検査や受診が必要な者へ適切なフォローが必要。

5
・若年者向け保健指導の参加率が低調。重症化予防事業の受診勧奨でも度重なる勧奨を行わ
ないと参加に繋がらない。  ・若年者向け保健指導対象者は30歳代なので、この年代のニーズに合ったプログラムの

作成が求められる。また重症化予防事業対象者は、危機感をあおるためにも、産業医に
協力を求め、積極的勧奨に努める必要がある。

平成30年8月07日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　事業主と健康課題を共有して健康宣言
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　個別的情報提供サービス
　保健指導宣伝 　独自インセンティブ事業
　保健指導宣伝 　機関誌発行
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　取得時研修及び小冊子配付
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　医療費適正化対策事業
　保健指導宣伝 　ジェネリック促進通知
　保健指導宣伝 　歯科衛生指導
　保健指導宣伝 　若年者向け保健指導
　保健指導宣伝 　禁煙プログラム
　保健指導宣伝 　育児情報誌配付
　保健指導宣伝 　幼児健康推奨事業
　保健指導宣伝 　シニア向け保健指導
　保健指導宣伝 　健康セミナー
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　乳がん・子宮がん検診
　疾病予防 　重症化予防事業
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　郵送がん検診
　疾病予防 　郵送血液検査
　疾病予防 　家庭用常備薬の補助斡旋
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　歯科検診
　体育奨励 　フィットネスクラブの利用補助
　体育奨励 　ヘルスアップキャンペーン
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
被保険者とその家族が、心身ともに健康で充実した生活を、長きにわたり送れるよう『循環器系重症疾患の発症抑制』と『がんの早期治療』を重要な目的と位置づける。
　高血糖・高血圧等ハイリスク者への受診勧奨やがん検診の積極的実施に努め、治療の長期化を未然に防ぐことで、中長期的に生活習慣病関連疾病の罹患者減少を目指す。

事業全体の目標
「生活習慣病関連」及び「新生物」の医療費の伸びの抑制を全体目標とし、下記３点を具体的目標に掲げる。
１．高血糖・高血圧等ハイリスク者の100％受診
２．若年層メタボ率の減少
３．人間ドック及びがん検診の受診率の更なる向上

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備
- - - - - -

予
算
措
置
な
し

1 新
規

事業主と健康
課題を共有し
て健康宣言

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ シ

全年代の被保険者の健診
及びレセプトデータを分
析し、健康課題を共有し
たうえで、健康宣言のサ
ポートを行う。

ア,イ

健康課題の共有と適切な
目標設定のため、事業所
の人事部担当者と連携と
取り、定期的に話し合い
の場を設ける。必要に応
じ、産業医の助言を受け
る。

必要に応じて健康宣言の
内容を修正する。
健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。

必要に応じて健康宣言の
内容を修正する。
健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。

健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。
平成32年を期限と定めた
目標が達成できているか
検証を行い、平成35年の
目標を設定する。

必要に応じて健康宣言の
内容を修正する。
健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。

必要に応じて健康宣言の
内容を修正する。
健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。

健康経営優良法人認定申
請を、事業主と協働で行
う。
平成35年を期限と定めた
目標が達成できているか
検証を行い、第3期に向け
た目標設定を行う。

健康課題を共有し事業主が健康宣言をする
ことによって、社員である加入者の士気を
高め、ヘルスリテラシー向上に繋げる。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。
・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。
・被保険者男性の喫煙率が全年代
で高く、特に20歳代では喫煙者が
半数を超えている。
・被保険者女性の喫煙率は全体的
には低いが、40歳以上から急激に
喫煙率が上がっている。

健康経営優良法人認定申請(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度
：1回)事業主と健康課題を共有し、毎年健康経営優良法人認定を受けられるよう会議体を設け、必ず申請する。

健康宣言理解度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：40％　平成32年度：50％　平成33年度：60％　平成34年度：70％　平成35年度：80％)事業主の健康宣言について正しく理解し、その結
果健康意識が高まっているのか、アンケートにより把握する。

加入者への意識づけ
840 840 840 840 840 840

保
健
指
導
宣
伝

2,3 既
存

個別的情報提
供サービス 全て 男女

19
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,キ

健康情報提供サービス「K
enCoM」により、健診結
果等個別的情報提供や健
康情報の配信を実施。
歩数や体重、血圧・血糖
の記録も可能。新規取得
者には登録案内チラシと
健診閲覧コードを配付。
定期的に登録促進キャン
ペーンを実施。

ア

新入社員研修時に本サー
ビスの告知を実施。登録
促進キャンペーンを事業
所の社内一斉メールで配
信したり、役職者名によ
る登録促進依頼の配信な
ど、事業主と連携を取っ
ている。

ヘルスアップキャンペー
ンとのコラボや、サイト
内での独自ポイント実施
により登録者を増やす。K
enCoM内のウォーキング
イベントも実施。利用状
況を定期的に確認する。

ヘルスアップキャンペー
ンとのコラボや、サイト
内での独自ポイント実施
により登録者を増やす。K
enCoM内のウォーキング
イベントも実施。利用状
況を定期的に確認する。

登録率の状況により、イ
ベントの実施回数や独自
ポイントの内容を見直し
を行う。利用率向上のた
めの施策も検討する。

登録率の状況により、利
用率向上のための施策を
実施する。

登録率の状況により、利
用率向上のための施策を
実施する。

登録率及び利用率の状況
を把握し、第３期に向け
た実施方法について検討
する。

加入者全体のヘルスリテラシ−向上を目的
として、自身の健康状態の把握、生活習慣
の振り返りを促すため、登録率50％以上を
目標とする。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

登録促進実施回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)他
の保健事業とのコラボや、KenCoM内イベントを積極的に実施する。

登録率(【実績値】32.7％　【目標値】平成30年度：35％　平成31年度：38％　平成32年度：40％　平成33年度：43％　平成34年度：46％　平成35年度：50％)サービスの利用普及には、登録率の向上が前提とな
るため、登録率を評価指標とする。

2,898 2,898 2,898 2,898 2,898 2,898

2 新
規

独自インセン
ティブ事業 全て 男女

19
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,キ,ケ

個別的情報提供サービス
「KenKoM」サイト内に
設けた、独自ポイントプ
ログラム「STEP健康ポイ
ント」。
毎日のログインや歩数・
体重記録でポイントを付
与する他、健診の早期受
診や健保の行うイベント
への参加でもポイントを
付与して、相互の参加率
・利用率向上を目指す。

ア,ス
ポイントプログラムの告
知を事業所の社内一斉メ
ールで配信し、事業主と
連携を取っている。

4月より電子ポイント（A
mazon,nanaco）への交
換開始。
ヘルスアップキャンペー
ンの上位賞品に「STEP健
康ポイント」を加える。
次年度の「ポイント獲得
項目」の見直しを検討す
る。

定期的に利用促進メール
を送信する。
ヘルスアップキャンペー
ンの上位賞品に「STEP健
康ポイント」を加える。
次年度の「ポイント獲得
項目」の見直しを検討す
る。
年度末で失効してしまう
ポイントの交換を促す。

定期的に利用促進メール
を送信する。
ヘルスアップキャンペー
ンの上位賞品に「STEP健
康ポイント」を加える。
次年度の「ポイント獲得
項目」の見直しを検討す
る。
年度末で失効してしまう
ポイントの交換を促す。

定期的に利用促進メール
を送信する。
ヘルスアップキャンペー
ンの上位賞品に「STEP健
康ポイント」を加える。
次年度の「ポイント獲得
項目」の見直しを検討す
る。
年度末で失効してしまう
ポイントの交換を促す。

定期的に利用促進メール
を送信する。
ヘルスアップキャンペー
ンの上位賞品に「STEP健
康ポイント」を加える。
次年度の「ポイント獲得
項目」の見直しを検討す
る。
年度末で失効してしまう
ポイントの交換を促す。

定期的に利用促進メール
を送信する。
次期計画に向け「ポイン
トプログラム」の全体像
を見直す。
年度末で失効してしまう
ポイントの交換を促す。

STEP健康ポイントをためるために、健康行
動を実施する人の割合を増やす

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

利用促進案内(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)ポイン
トプログラムの内容を徹底的に周知するため、案内メールの一斉送信や各種事業実施時にポイント付与の告知を漏らさず実施する。

アクセス人数(【実績値】249人　【目標値】平成30年度：280人　平成31年度：310人　平成32年度：340人　平成33年度：370人　平成34年度：400人　平成35年度：430人)STEP健康ポイントをためるには、Ken
CoMへのログインや体重・歩数記録が必要なので、KenCoMの平均ログイン人数を評価指標とする。

1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480

2,5 既
存 機関誌発行 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

機関誌「フルール」を春
と秋の年２回発行。被保
険者は事業所各所属宛、
任継者は自宅宛郵送。
春は組合予算や人間ドッ
クのお知らせを中心とし
た記事。秋は決算中心。

ア
各事業所の所属（営業所
等）に郵送し、所属長よ
り家庭への持ち帰り等促
すよう依頼。

夏ごろを目処に機関誌特
別号を発行。組合のPRや
保健事業への誘導を促す
内容とする。
独自記事の内容リニュー
アルを検討する。

春と秋の年２回発行。
被保険者インタビューや
社長コメント掲載など検
討する。

春と秋の年２回発行。
被保険者インタビューや
社長コメント掲載など検
討する。

春と秋の年２回発行。
被保険者インタビューや
社長コメント掲載など検
討する。

春と秋の年２回発行。
被保険者インタビューや
社長コメント掲載など検
討する。

春と秋の年２回発行。
次期計画に向け、発行回
数も含めた今後の実施方
法について検討する。

記事の閲読や持ち帰りの割合を上昇させる
。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

閲読率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：35％　平成32年度：40％　平成33年度：45％　平成34年度：50％　平成35年度：50％)機関誌の
閲読状況をアンケート調査する。

加入者の理解度・意識変容について測定が困難であるため
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
8,449 8,449 8,449 8,449 8,449 8,449

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存

特定健康診査
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ア,エ,ケ

特定健康診査単独では実
施せず、人間ドックのな
かで実施。労働安全衛生
法健診と兼ねている。
実施期間や受診施設は人
間ドック契約機関に準ず
る。
早期受診者には特典とし
て独自健康ポイントを付
与。健診結果はICTツール
により個別的情報提供を
行う。

ア,オ,コ,ス

年１回、無料の人間ドッ
ク受診で特定健診受診が
完了することで、受診し
やすい環境を整えている
。
事業所担当者から受診督
促を行い、受診もれをふ
せいでいる。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。更
に早期受診特典も実施す
る。
７月に受診督促通知を実
施。

健診結果の個別的提供により、健康状態を
把握し、健康意識の向上や生活習慣改善の
取り組みを促す。

・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。
・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

早期受診督促案内(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)全員
が受診期限(10/31)までに受診完了となるよう、早期申込を促す案内を7月に行う。 受診率(【実績値】98.9％　【目標値】平成30年度：99％　平成31年度：99％　平成32年度：99％　平成33年度：99％　平成34年度：99％　平成35年度：99％)事業主との協働により、高い受診率を維持する。

3,408 3,408 3,408 3,621 3,621 3,621

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ア,エ

特定健康診査単独では実
施せず、人間ドックのな
かで実施。実施期間や受
診施設は人間ドック契約
機関に準ずる。
受診率向上のため、受診
者には独自健康ポイント
を付与。健診結果はICTツ
ールにより個別的情報提
供を行う。

オ,ス
人間ドックを無料で受診
可能とし、乳がん・子宮
がん検診も無料で追加で
きることで、受診しやす
い環境を整えている。

未受診者にアンケートを
実施し、未受診理由を把
握。
５月に対象者全員の自宅
に受診勧奨はがきを送付
。申込状況により7月頃に
受診督促はがきを送付す
るか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

対象者全員の自宅に受診
勧奨はがきを送付。
申込状況により、締切1ヵ
月前頃に受診督促はがき
を送付するか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

対象者全員の自宅に受診
勧奨はがきを送付。
申込状況により、締切1ヵ
月前頃に受診督促はがき
を送付するか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

対象者全員の自宅に受診
勧奨はがきを送付。
申込状況により、締切1ヵ
月前頃に受診督促はがき
を送付するか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

対象者全員の自宅に受診
勧奨はがきを送付。
申込状況により、締切1ヵ
月前頃に受診督促はがき
を送付するか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

対象者全員の自宅に受診
勧奨はがきを送付。
申込状況により、締切1ヵ
月前頃に受診督促はがき
を送付するか検討。
健診受診者には「STEP健
康ポイント」を付与。

受診率の更なる向上により、加入者全体の
健康状態を的確に把握する。

・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。
・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

受診勧奨はがき送付(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年
度：100％)周知徹底のため、対象者全員の自宅宛に受診勧奨はがき（圧着タイプ）を年度当初に送付する。パート先で受診した場合の結果送付依頼も併せて行う。

受診率(【実績値】75％　【目標値】平成30年度：76％　平成31年度：77％　平成32年度：78％　平成33年度：79％　平成34年度：80％　平成35年度：81％)被扶養者全体の健康把握のため、より高い受診率を目
指す。

6,650 6,650 6,650 6,650 6,650 6,650

特
定
保
健
指
導
事
業

4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ア,エ,キ,ケ

,シ

対面面談やICTを活用した
面談など複数のプログラ
ムから受講者が選択し、
面接日を調整する。
受講特典として、終了者
には独自ポイントを付与
。更に前年度と比較して
体重がマイナス3％以上と
なった者にはポイントを
上乗せして付与。

ア,イ,コ

就業時間内実施可能とし
ている。実施通知には理
事長と産業医の連名掲載
。
全て個人面談なので、日
程や面接場所の調整もフ
レキシブルに設定可能。

原則全員参加の呼びかけ
を実施し、受講できない
事情がある場合は「不参
加理由書」を提出させる
。未申込者への後追い連
絡を実施する。受講終了
特典として独自ポイント
を付与。

実施率が低調な場合は、
引き続き実施率向上施策
を実施。プログラム内容
の見直しを検討する。

実施率が低調な場合は、
引き続き実施率向上施策
を実施。プログラム内容
の見直しを検討する。

実施率が低調な場合は、
引き続き実施率向上施策
を実施。

実施率が低調な場合は、
引き続き実施率向上施策
を実施。

実施率が低調な場合は、
引き続き実施率向上施策
を実施。第３期に向けた
プログラム内容の見直し
を検討する。

特定保健指導の実施率を向上し、効果的な
プログラム内容により対象者割合を減少さ
せる。

・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。
・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

実施率(【実績値】54.5％　【目標値】平成30年度：45％　平成31年度：47％　平成32年度：49％　平成33年度：51％　平成34年度：53％　平成35年度：55％)参加
しやすい環境やプログラム内容を検討し、高い実施率の維持に努める。

対象者減少率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20％　平成31年度：21％　平成32年度：22％　平成33年度：23％　平成34年度：24％　平成35年度：25％)平成20年度と比較して、平成35年度に対象者が25％
以上減少することを目標とする。

180 180 180 180 180 180

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存

取得時研修及
び小冊子配付 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,基準
該当者

１ ク

新入社員研修時に併せ、
健康保険組合の説明や健
康増進に関する研修を実
施。
小冊子「社会保険の知識
」を配付し、社会保険制
度の理解を深める。

ア
事業主と連携し、説明資
料の配付など協力を得て
いる。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の他、契約フィ
ットネスクラブや「KenC
oM」のチラシも併せて配
付。中途採用を含めた、
新規取得者向け研修を検
討する。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の内容や、配付
物の見直しを検討する。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の内容や、配付
物の見直しを検討する。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の内容や、配付
物の見直しを検討する。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の内容や、配付
物の見直しを検討する。

健康保険組合の役割、各
種保健事業の説明を実施
。小冊子の内容や、配付
物の見直しを検討する。

加入時に、健康保険組合の役割や健康増進
の重要性を伝えることで、加入後の健康行
動をより高めることを目標とする。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

研修実施率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)その年度の新規取得者全員に対して、研修及び小冊子配付を行う。

健康行動実施率(【実績値】28％　【目標値】平成30年度：29％　平成31年度：30％　平成32年度：31％　平成33年度：32％　平成34年度：33％　平成35年度：34％)その年度の新規取得者の健康行動実施状況を
測定する指標として、20歳代のヘルスアップキャンペーン参加率を集計する。

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2,422 2,508 2,574 2,640 2,640 2,640

2 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

柔道整復療養費を含めた
医療費（レセプト）全件
について、年３回医療費
のお知らせを配付。
２月配付時は年間医療費
通知（前年１年間）を作
成し、医療費控除に使用
できるよう対応。

ア,ス

事業所の社内ポストを活
用し、対象者へ配付。
WEB通知にはせず、紙（
圧着はがき）で年３回通
知することで見にしやす
い状況をつくる。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費全件について年３
回配付。
２月配付時は年間医療費
通知を作成する。
WEB通知の要望によって
は、導入を検討する。

医療費のお知らせの閲覧率を向上させ、医
療費のコスト意識を深めるとともに、医療
費適正化に繋げる。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。
・前期高齢者が少人数(20名以下)の
為、入院医療費が1件発生するだけ
で医療費が倍増。結果納付金への
影響が拡大。

医療費通知実施回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)
柔道整復療養費を含めた医療費（レセプト）全件について、年３回全対象者に配付する。 閲覧率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：35％　平成32年度：40％　平成33年度：45％　平成34年度：50％　平成35年度：60％)アンケートにより閲覧状況を調査する。

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

2 既
存

医療費適正化
対策事業 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ キ,ク

レセプトや柔道整復療養
費の適切な支払いのため
点検を行うとともに、柔
道整復療養の長期受療者
に、受療内容の再確認と
健康保険適用範囲の周知
を目的として、受療状況
の通知を行う。

ス
個人情報の配慮があるた
め事業所には送らず、委
託先から自宅宛に受療状
況通知を送付。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。
柔道整復療養費の平均単
価の増加が見られれば、
毎月の照会業務を検討す
る。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。
柔道整復療養費の平均単
価の増加が見られれば、
毎月の照会業務を検討す
る。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。
柔道整復療養費の平均単
価の増加が見られれば、
毎月の照会業務を検討す
る。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。
柔道整復療養費の平均単
価の増加が見られれば、
毎月の照会業務を検討す
る。

レセプトと柔道整復療養
費の毎月の点検及び、年
に１回柔道整復療養費の
長期受療者に通知を行う
。
柔道整復療養費の平均単
価の増加が見られれば、
毎月の照会業務を検討す
る。

医療の適切なかかり方について周知徹底を
はかり、柔道整復療養費の請求平均単価の
抑制を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

長期受療者通知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)
柔道整復療養に半年以上続けて受療かつ請求金額上位者に、受療状況の振り返りのため、年１回受領状況通知と正しいかかり方を案内するリーフレットを送付する
。

柔道整復療養費平均単価(【実績値】3,357円　【目標値】平成30年度：3,300円　平成31年度：3,300円　平成32年度：3,300円　平成33年度：3,300円　平成34年度：3,300円　平成35年度：3,300円)柔道整復療養費
の点検強化前と比較し、平均単価は減少傾向であるため、正しいかかり方の周知徹底により、平均単価の抑制を目指す。

100 100 100 100 100 100

7 既
存

ジェネリック
促進通知 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ キ,ク

3ヵ月間の薬剤費がジェネ
リックに切り替えること
で2,000円以上差額が出る
者に対し、年に１回ジェ
ネリック差額通知を行う
。その際、啓蒙リーフレ
ットを同封する。ホーム
ページ上にはジェネリッ
クを促進する「ジェネリ
ックガイド」や、お薬手
帳の活用を促すお知らせ
を掲載。

ス

基幹システムより差額通
知を簡単に作成すること
が可能なので、効果検証
の結果によっては通知回
数を増加することも可能
である。

年に１回差額通知を実施
。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

年に１回差額通知を実施
。
効果検証の結果、通知回
数や対象者の選定につい
て検討する。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

年に１回差額通知を実施
。
効果検証の結果、通知回
数や対象者の選定につい
て検討する。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

年に１回差額通知を実施
。
効果検証の結果、通知回
数や対象者の選定につい
て検討する。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

年に１回差額通知を実施
。
効果検証の結果、通知回
数や対象者の選定につい
て検討する。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

年に１回差額通知を実施
。
効果検証の結果、通知回
数や対象者の選定につい
て検討する。
ホームページや機関誌に
ジェネリックを促進する
記事を掲載する。

ジェネリック差額通知や促進案内の実施に
より、ジェネリック置き換え率を上昇させ
る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

ジェネリック差額通知(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回
)ジェネリック差額通知を年１回以上実施する。

ジェネリック使用割合(【実績値】74.26％　【目標値】平成30年度：75％　平成31年度：76％　平成32年度：77％　平成33年度：78％　平成34年度：79％　平成35年度：80％)年度末のジェネリック置き換え率を
評価指標とする。

1,850 1,900 1,950 2,000 2,000 2,000

4 既
存 歯科衛生指導 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ク

歯科衛生教育を目的とし
て、歯科衛生に関する啓
発グッズを配付。

ア,ス

家庭用常備薬補助斡旋事
業申込者に、常備薬の納
品と合わせて配付するこ
とで、送付コストを抑え
ている。事業所の各所属
事務担当者が配付するの
で、漏れなく行き渡って
いる。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。
予算見直しや配付方法を
検討する。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。
予算見直しや配付方法を
検討する。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。
予算見直しや配付方法を
検討する。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。
予算見直しや配付方法を
検討する。

1人当たり500円の歯科衛
生グッズを配付。
12月に納品（家庭用常備
薬と同梱）。
歯科衛生の啓蒙リーフレ
ットを同封。
アンケートを実施し、商
品選定の参考とする。
予算見直しや配付方法を
検討する。

歯科衛生の重要性を訴え、日頃のオーラル
ケアが将来の歯周病などの歯科疾患を予防
することを認識させる。

・歯科医療費が５年前の3.2倍に増
大。特に歯肉炎・歯周炎の罹患者
数が3倍と急激に伸びている。

アンケート調査実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)年
に１回、保健事業に関する認識度や健康意識を把握するためのアンケートを実施する。
歯科衛生グッズの利用状況や、歯科衛生に関する意識の変化などを確認する。

歯科衛生意識調査(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：35％　平成32年度：40％　平成33年度：45％　平成34年度：50％　平成35年度：55％)アンケート調査の実施により、歯科衛生に関す
るヘルスリテラシーが高い人の割合を上げる。

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

5 既
存

若年者向け保
健指導 全て 男女

30
〜
39

基準該
当者 １ ア,エ,キ,ク

健康診断結果を基に、特
定保健指導に該当する者
を抽出。2〜3ヶ月間で3％
の体重減少を目的として
、運動習慣や食生活改善
プログラムを実施する。

ア,ス
事業案内は社内メールを
活用。ICTを活用した面談
や、メールでのフォロー
で参加及び継続しやすい
環境をつくっている。

スマホアプリを活用した
、体重測定の自動連携と
食事指導によるダイエッ
トコーチプログラムを実
施。9〜11月頃実施予定。

食事指導と体重記録をメ
インとしたプログラムを
実施。対象者の抽出条件
見直しなどを検討する。

食事指導と体重記録をメ
インとしたプログラムを
実施。対象者の抽出条件
見直しなどを検討する。

食事指導と体重記録をメ
インとしたプログラムを
実施。対象者の抽出条件
見直しなどを検討する。

食事指導と体重記録をメ
インとしたプログラムを
実施。対象者の抽出条件
見直しなどを検討する。

食事指導と体重記録をメ
インとしたプログラムを
実施。対象者の抽出条件
見直しなどを検討する。

40代に突入する前に、運動習慣や食習慣の
改善を促し、特定保健指導の対象者を減少
させる。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。
・特定保健指導の実施率は全国平
均と比べ高いが、第３期目標（55
％以上）にはほど遠い。
・特定保健指導対象者の割合は、
全国平均と比べて男性が高く上昇
傾向。
・特定保健指導対象からの脱却者
の割合は、全国平均よりやや低く
、近年減少傾向である。

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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参加率(【実績値】6.6％　【目標値】平成30年度：10％　平成31年度：15％　平成32年度：20％　平成33年度：25％　平成34年度：30％　平成35年度：35％)目標
達成のためにはプログラムの参加率引き上げが不可欠となるので、参加率３割以上を目指す。

30代男性メタボ率(【実績値】29.7％　【目標値】平成30年度：27％　平成31年度：26％　平成32年度：25％　平成33年度：24％　平成34年度：23％　平成35年度：22％)30代男性の肥満かつリスク保有者の割合
を、平成32年までに25％未満に減少させる。

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

5 既
存

禁煙プログラ
ム 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,基準
該当者

１ ア,エ,キ,ケ
,シ

喫煙者で禁煙を希望する
者に、ICTを活用した遠隔
診療を実施。禁煙補助薬
の処方や診療後のフォロ
ーを行い、禁煙を支援す
る。

ア

喫煙率の高さを健康課題
として、事業主と共通認
識している。事業主の健
康宣言において喫煙率30
％未満への低減を目指し
ている。

秋頃より禁煙希望者にICT
活用の遠隔診療を実施。
禁煙補助薬以外にも、禁
煙パッチなどを活用する
。
就業時間内禁煙など、環
境整備に向けた取組みに
ついて事業主と協議する
。

禁煙希望者にICT活用の遠
隔診療を実施する。
引き続き、環境整備に向
けた協議を進める。

禁煙希望者にICT活用の遠
隔診療を実施する。
喫煙率の状況に見合った
事業計画を立てる。

H32年度に見直した事業計
画を基に、引き続き禁煙
支援プログラムの実施や
、環境整備の取組みを事
業主と共に実施する。

H32年度に見直した事業計
画を基に、引き続き禁煙
支援プログラムの実施や
、環境整備の取組みを事
業主と共に実施する。

H32年度に見直した事業計
画を基に、引き続き禁煙
支援プログラムの実施や
、環境整備の取組みを事
業主と共に実施する。
喫煙率の状況を確認し、
次の計画を立てる。

禁煙プログラム参加者を増やし、喫煙率を3
0％以下に抑える。

・被保険者男性の喫煙率が全年代
で高く、特に20歳代では喫煙者が
半数を超えている。
・被保険者女性の喫煙率は全体的
には低いが、40歳以上から急激に
喫煙率が上がっている。

プログラム参加率(【実績値】1.2％　【目標値】平成30年度：5％　平成31年度：6％　平成32年度：7％　平成33年度：8％　平成34年度：9％　平成35年度：10％)
参加しやすいプログラムの提供や、インセンティブの付与等で参加率を上げる。

喫煙率(【実績値】35.4％　【目標値】平成30年度：34％　平成31年度：32％　平成32年度：30％　平成33年度：29％　平成34年度：28％　平成35年度：27％)平成32年度までに、被保険者全体の喫煙率を30％以
下に抑える。

642 642 642 642 642 642

2,5 既
存

育児情報誌配
付 全て 女性

0
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ ク,ス

出産育児一時金受給対象
女性の自宅宛に、育児情
報誌「赤ちゃんとママ」
を１年間無料で配付する
。初回は基本的な育児知
識を集約した「お誕生号
」と、病気の症状別に家
庭で出来る処置をまとめ
た「お医者さんにかかる
まで」を同封する。

ス

対象者を「出産育児一時
金受給対象者」としてい
るため、対象者の抽出が
しやすく、スムーズに情
報紙を届けることが可能
である。育児情報誌の受
取を辞退したい場合も、
事前申し出により対応。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

出産育児一時金の受給対
象者を月ごとに抽出し「
赤ちゃんとママ」を発送
する。発送期間は初回か
ら１年間。読者アンケー
トを分析する。

子どもが急病になったときの対処法など、
子育て全般に関する情報提供を行うことで
、育児に対する不安の解消や、産後の女性
自身の体調管理にも役立てる。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。

アンケート分析(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)読者ア
ンケートの集計・分析により、子育て中の女性が必要としている記事の傾向をつかむ。

不安軽減度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：90％　平成32年度：90％　平成33年度：90％　平成34年度：90％　平成35年度：90％)子育て中の女性のメンタル面のサポートにどれくらい
寄与しているか、アンケートによる集計を行う。

600 600 600 600 600 600

2,5 新
規

幼児健康推奨
事業 全て 男女

2
〜
6

被扶養
者 １ ア,ス

10〜12月の3ヵ月間、幼児
の手洗い、うがい、歯み
がきを習慣化するため「
つよい子になるぞ！キャ
ンペーン」を実施。2〜6
歳の被扶養者を有する被
保険者宅に、カレンダー
式の冊子を送付し、うが
いや手洗い等が出来た日
にシールを貼ることで、
習慣化を促す。

ア,ス
対象被保険者の最新住所
データは事業主から提供
を受け、発送業務に支障
がなく遂行できている。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
今年度より、ジェネリッ
ク促進のためのリーフレ
ットやシールの同封を検
討する。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
同封物の検討を行う。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
同封物の検討を行う。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
同封物の検討を行う。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
同封物の検討を行う。

9月に対象被保険者宅に、
キャンペーン冊子を送付
する。キャンペーン終了
後アンケートを実施し、
回答者に粗品を贈呈する
。
同封物の検討を行う。

0〜9歳の呼吸器系疾患医療費や歯科医療費
の低減を目標とする。また0〜9歳のジェネ
リック医薬品置き換え率の引き上げも目標
とする。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。
・歯科医療費が５年前の3.2倍に増
大。特に歯肉炎・歯周炎の罹患者
数が3倍と急激に伸びている。

キャンペーン冊子配付率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　
平成35年度：100％)毎年対象者（2〜6歳被扶養者）全員に、「つよい子になるぞ！キャンペーン」のカレンダー式冊子を配付する。

0〜9歳呼吸器1人当たり医療費(【実績値】51,405円　【目標値】平成30年度：51,000円　平成31年度：50,500円　平成32年度：50,000円　平成33年度：49,500円　平成34年度：49,000円　平成35年度：48,500円)
幼少期からの手洗いうがい習慣化により、0〜9歳の呼吸器系疾患の年間1人当たり医療費の減少を目指す。

800 800 800 800 800 800

4,5 新
規

シニア向け保
健指導 全て 男女

60
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者,定
年退職
予定者

１ ウ,キ,ク,ス

前期高齢者目前のシニア
層に対し、生活習慣と健
康状態に関する調査票を
送付。回答者に電話によ
る保健指導を実施する。
調査票送付時に、ロコモ
ティブシンドロームに関
する情報冊子を同封。

ウ,ス
委託先との情報連携で、
回答状況やヒヤリングの
内容を確認している。

５月に調査票を発送し、
回答者には6〜10月の間に
２回の電話保健指導を実
施。指導終了後に再度調
査票を依頼し11月中に回
収する。
次年度実施方法について
検討する。

前年度に策定した実施方
針にそって、60歳以上の
対象者に保健指導を実施
する。
次年度実施方法について
検討する。

前年度に策定した実施方
針にそって、60歳以上の
対象者に保健指導を実施
する。
次年度実施方法について
検討する。

前年度に策定した実施方
針にそって、60歳以上の
対象者に保健指導を実施
する。
次年度実施方法について
検討する。

前年度に策定した実施方
針にそって、60歳以上の
対象者に保健指導を実施
する。
次年度実施方法について
検討する。

前年度に策定した実施方
針にそって、60歳以上の
対象者に保健指導を実施
する。
次年度実施方法について
検討する。

前期高齢者対象となる前から、生活習慣の
見直しや健診受診による病気の早期発見を
促すことで、すこやかなシニアライフを送
っていただく。

・前期高齢者が少人数(20名以下)の
為、入院医療費が1件発生するだけ
で医療費が倍増。結果納付金への
影響が拡大。

情報冊子発送(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)本事業
実施対象者に、生活習慣と健康状態に関する調査票を発送する際、シニア向け情報冊子を同封する。

60〜64歳健診受診率(【実績値】78.6％　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：82％　平成32年度：84％　平成33年度：86％　平成34年度：88％　平成35年度：90％)60〜64歳のプレ前期高齢者の健診受診
率向上を目指す。

500 500 500 500 500 500

5 新
規 健康セミナー 母体企

業 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ ク,シ

一定の役職以上の集団に
対し、ヘルスリテラシー
向上のための幅広い内容
で、年１回程度セミナー
を実施する。

ア,コ,ス
母体事業所の管理職会議
や主任研修の機会を利用
することで、対象者100％
の参加率を実現可能とす
る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。主任研修
の場でセミナーを実施す
る。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。管理職会
議または主任研修の場で
セミナーを実施する。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。管理職会
議または主任研修の場で
セミナーを実施する。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。管理職会
議または主任研修の場で
セミナーを実施する。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。管理職会
議または主任研修の場で
セミナーを実施する。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

年度当初にセミナー講師
の選定を実施。管理職会
議または主任研修の場で
セミナーを実施する。
セミナー終了後アンケー
トを取る。

管理職のヘルスリテラシーを向上し、集団
全体の意識変容・行動変容を促す。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。
・被保険者男性の喫煙率が全年代
で高く、特に20歳代では喫煙者が
半数を超えている。
・被保険者女性の喫煙率は全体的
には低いが、40歳以上から急激に
喫煙率が上がっている。

セミナー実施回数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)年に
１回以上、一定の役職以上向けセミナーを実施する。

セミナー理解度(【実績値】-　【目標値】平成30年度：60％　平成31年度：65％　平成32年度：70％　平成33年度：75％　平成34年度：80％　平成35年度：85％)セミナー終了後アンケート調査により、内容につ
いて十分理解できたかを確認し、理解度を上げていく。

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

22



91,430 93,357 95,325 97,252 97,252 97,252

疾
病
予
防

3,4 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,イ,エ,ケ

,シ,ス

35歳以上の被保険者、40
歳以上の被扶養者を対象
に、契約健診機関での人
間ドックを無料で実施。
乳がん・子宮がん・前立
腺がん検診のオプション
も無料で追加。
受診者にはSTEP健康ポイ
ント付与を実施。

ア,キ,コ
被保険者は労働安全衛生
法による定期健康診断と
兼ねているので、就労時
間内受診が可能。

3月案内実施。4〜10月受
診期間。
今年度より申込期限を8月
末日に繰上げ。
被扶養者の受診率向上策
として、５月に対象者全
員の自宅に受診勧奨はが
きを送付。
7月に申込督促メールを一
斉送信。早期申込を促す
。

基本的な内容を維持し、
受診期限の繰り上げや、
被扶養者向けの受診勧奨
はがき送付について検討
する。

基本的な内容を維持し、A
BC健診の導入など、費用
のスリム化が可能か検討
する。

基本的な内容を維持し、A
BC健診の導入など、費用
のスリム化が可能か検討
する。

基本的な内容を維持し、A
BC健診の導入など、費用
のスリム化が可能か検討
する。

基本的な内容を維持し、A
BC健診の導入など、費用
のスリム化が可能か検討
する。

より高い受診率を目指し、循環器系などの
重傷疾患罹患者の発症抑制や、がんの早期
発見・早期治療を目指す。

・被保険者男性の40〜50代で循環
器系疾患が増加傾向。
・経年医療費では、内分泌,栄養及
び代謝疾患が年々増加。
・罹患者数では、循環器系・内分
泌系ともに増加傾向。
・1人当たり医療費でみると、循環
器系は減少傾向、内分泌代謝系は
微増している。
・被保険者女性は35歳から婦人科
系の良性腫瘍が増加傾向。
・被扶養者女性も35歳以降、悪性
腫瘍が出現。
・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。

受診勧奨はがき(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)周知徹底のため、対象者全員の自宅宛に受診勧奨はがき（圧着タイプ）を年度当初に送付する。

受診率(【実績値】92.6％　【目標値】平成30年度：93％　平成31年度：94％　平成32年度：95％　平成33年度：96％　平成34年度：97％　平成35年度：98％)被扶養者受診率を更に向上させ、対象者全体で100％
に近い受診率を目指す。

3,462 3,462 3,462 3,462 3,462 3,462

3 新
規

乳がん・子宮
がん検診 全て 女性

30
〜
39

加入者
全員 １ ウ,ケ

全国54の提携医療機関に
て、乳がん・子宮がん検
診を無料で実施。

キ,サ
予約や費用精算代行を業
者に委託し、受診者が窓
口負担なくズムーズに受
けられる環境を整備。

7〜11月を受診期間に設定
。周知のため被扶養者の
自宅宛受診勧奨はがきを
発送する。
次年度以降の実施時期や
フローを検討する。

被扶養者の自宅宛に受診
勧奨はがきを送り、周知
に努める。

被扶養者の自宅宛に受診
勧奨はがきを送り、周知
に努める。

被扶養者の自宅宛に受診
勧奨はがきを送り、周知
に努める。

被扶養者の自宅宛に受診
勧奨はがきを送り、周知
に努める。

被扶養者の自宅宛に受診
勧奨はがきを送り、周知
に努める。

乳がん・子宮がんの早期発見・早期治療を
目指し、受診率向上に努める。

・被保険者女性は35歳から婦人科
系の良性腫瘍が増加傾向。
・被扶養者女性も35歳以降、悪性
腫瘍が出現。

受診勧奨はがき(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)周知徹底のため、受診勧奨はがきを受診対象被扶養者全員の自宅宛に送付する。 受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20％　平成31年度：25％　平成32年度：30％　平成33年度：35％　平成34年度：40％　平成35年度：45％)早期発見、早期治療を目的とし、受診率向上を目指す。

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

4 既
存

重症化予防事
業 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ イ,ク,シ

健診結果より高血糖又は
高血圧で受診勧奨数値に
該当し、かつ未治療又は
治療中断者を抽出。治療
状況報告書により現状を
確認し、治療が必要な者
には専門医の紹介を実施
し、適切な治療へ導く。

ア,イ

受診勧奨数値に該当し、
未治療又は中断である者
について事業主と情報共
有。産業医の協力を得て
、受診勧奨通知を出すな
ど、治療に繋げるための
連携体制を組んでいる。

健診結果の早期集計を実
施。１月ごろより受診勧
奨及び専門医紹介を実施
。産業医によるコメント
通知も実施。次年度の実
施方法について検討する
。

対象者の選定について改
めて精査する。平成32年
度に高血糖未治療者の受
診率が100％となるよう、
事業主・産業医と連携を
取り、徹底した受診勧奨
を実施する。

未治療者の状況を早期に
把握し、必要な受診勧奨
を実施する。血糖・血圧
以外の項目を対象とする
か検討する。委託先につ
いても見直しを実施する
。

平成32年度の計画をもと
に、事業主・産業医と連
携を取り、受診勧奨及び
専門医紹介を実施する。

平成32年度の計画をもと
に、事業主・産業医と連
携を取り、受診勧奨及び
専門医紹介を実施する。

平成32年度の計画をもと
に、事業主・産業医と連
携を取り、受診勧奨及び
専門医紹介を実施する。

突然重症疾患を発症することがないよう、
健診結果が受診勧奨値かつ医療機関未受診
者の100％受診を目指す。

・被保険者の45歳以降から、脳梗
塞や心疾患など重篤な疾患が出現
。
・ハイリスク者のうち、未服薬者
の割合が81.19％と高い。
・血圧、血糖、脂質ともに受診勧
奨値を大幅に超えている群が一定
割合いる。

受診勧奨通知(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度
：100％)対象者全員に受診勧奨通知を出す。 医療機関受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　平成31年度：60％　平成32年度：70％　平成33年度：80％　平成34年度：90％　平成35年度：100％)対象者全員の医療機関受診を目標とする。

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

5,6 既
存 電話健康相談 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

専門業者に委託し、24時
間年中無休の電話健康相
談ダイヤルを設置。メン
タルヘルスの相談も受け
、年５回までの無料面接
カウンセリングを実施。
その他、三大疾病等のセ
カンドオピニオンとして
優秀な専門医を紹介する
サービスも実施。

ア

事業主のストレスチェッ
ク実施後のアフターフォ
ローとして、医師との面
談は不要であるが、カウ
ンセリングを希望する者
に、電話健康相談のメン
タルヘルスカウンセリン
グ実施を促している。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。マグネット広告を作成
し配付する。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。委託先の見直し等検討
する。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。

年２回の広報誌発送時に
合わせて周知広告を実施
。

子どもの急病や、受診すべき診療科がわか
らないなどの相談に24時間年中無休で対応
し、適切な診療に繋げる。
メンタルヘルスカウンセリングの実施で、
メンタル不調者の減少を目指す。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。

周知広告(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)年２回の広
報誌発送時に、電話健康相談周知チラシを同封する。

0〜9歳の呼吸器系・皮膚系疾患医療費が高いという健康課題に対し、子どもの急病の際、相談を受けることによって、ハシゴ受診や深夜の不必要な受診などを抑制する効果は期待できるが、短期的な医療費の減少
とは直接結びつかないと考えられるため、アウトカムは設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

3,304 3,304 3,304 3,304 3,304 3,304

3 既
存 郵送がん検診 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ ス

被保険者と被扶養配偶者
を対象とし、①大腸がん②
胃がん（ペプシノゲン）
の２項目について、郵送
によるがん検診を無料で
実施。年１回。

ス
社内イントラメールを活
用し案内通知。委託先へ
の直接申込及び検査キッ
ト自宅配送で、作業を効
率化。

6〜8月に実施。30年度の
胃がん検査は、ピロリ菌
検査を加えたセットを追
加する。8月の時点で検体
未送付者に督促を実施し
、申込者の受診率向上を
目指す。

6〜8月に実施。胃がんは
ペプシノゲンのみとする
。未受診者の督促を実施
し、受診率向上を目指す
。

6〜8月に実施。胃がんは
ペプシノゲンのみとする
。未受診者の督促を実施
し、受診率向上を目指す
。
委託先や実施方法の見直
しを検討する。

6〜8月に実施。胃がんは
ピロリ菌検査を追加する
。未受診者の督促を実施
し、受診率向上を目指す
。

6〜8月に実施。胃がんは
ペプシノゲンのみとする
。未受診者の督促を実施
し、受診率向上を目指す
。

6〜8月に実施。胃がんは
ペプシノゲンのみとする
。未受診者の督促を実施
し、受診率向上を目指す
。
委託先や実施方法の見直
しを検討する。

人間ドックの対象年齢から外れる若年層や
、日頃育児等で外出が困難な被扶養配偶者
が、自宅で手軽にがん検診が受診できるよ
う実施。申込者が全て検査を実施するよう
受診率100％を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

督促回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)申込者が検
体送付期限に検査を実施するよう、メールやはがきによる督促を実施する。 受診率(【実績値】89.8％　【目標値】平成30年度：93％　平成31年度：95％　平成32年度：96％　平成33年度：97％　平成34年度：98％　平成35年度：99％)申込者の100％検査実施を目指す。

270 270 270 270 270 270

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
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予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3 新
規 郵送血液検査 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ ア,ク

被扶養者の健診受診率向
上及びシニア層の健康状
態把握のため、当該年度
人間ドック未受診の被扶
養者を対象に、郵送血液
検査の案内を送付。申込
者に委託先より検査キッ
トを送付し、生活習慣病
関連項目の健康状態を把
握。

ス

委託先へウェブ又は郵送
にて申し込み、申込者の
自宅へ直接キットを送付
する。検査結果を委託先
より本人へ通知するとと
もに、健保組合へデータ
納品。

当年度の被扶養者の人間
ドック受診率に全く伸び
が見られなかった場合は
、本検査案内を送付する
際、人間ドックに関する
アンケート（未受診理由
）を実施する。（回答者
に謝礼を贈呈。）

当年度の被扶養者人間ド
ック受診率が80％を超え
ても、シニア層の受診率
がいれば実施しない。

当年度の被扶養者人間ド
ック受診率が80％を超え
ていれば実施しない。

当年度の被扶養者人間ド
ック受診率が80％を超え
ていれば実施しない。

当年度の被扶養者人間ド
ック受診率が80％を超え
ていれば実施しない。

当年度の被扶養者人間ド
ック受診率が80％を超え
ていれば実施しない。

人間ドック未受診の被扶養者（特に60歳以
降のシニア層）の健康状態を把握する。

・前期高齢者が少人数(20名以下)の
為、入院医療費が1件発生するだけ
で医療費が倍増。結果納付金への
影響が拡大。

シニア層受診人数(【実績値】0人　【目標値】平成30年度：1人　平成31年度：2人　平成32年度：3人　平成33年度：4人　平成34年度：5人　平成35年度：6人)60
歳以上の被扶養者で人間ドック未受診者のうち、郵送血液検査を受けた人の数 人間ドック被扶養者受診率(【実績値】77.8％　【目標値】平成30年度：78％　平成31年度：79％　平成32年度：80％　平成33年度：81％　平成34年度：82％　平成35年度：83％)被扶養者の人間ドック受診率

5,550 5,700 5,850 6,000 6,000 6,000

2,5 既
存

家庭用常備薬
の補助斡旋 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ス

被保険者1人当たり1,500
円までの家庭用常備薬購
入費を補助。商品は約100
項目の中から各人が選択
可能。1,500円を超えた場
合は各人が振込。

ア

事業所の各所属事務担当
に取りまとめを依頼し、
常備薬の納品も各所属に
一括納品することで、送
料等のコストを抑え、事
務効率化も図っている。
申込率好調にも一役買っ
ている。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。
補助額や実施方法の見直
しを検討する。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。

委託先を２〜３社から入
札により選定。
10月案内開始、12月に常
備薬を納品。
未払者の支払いを３月ま
でに完了させる。
補助額や実施方法の見直
しを検討する。

初期の風邪症状等には、セルフメディケー
ションを推奨し、重症化による医療費高騰
を抑制する。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。
該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

アンケート実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)申込者
の満足度やセルフメディケーションに役立っているかの確認のため、年１回程度アンケートを実施する。

常備薬補助斡旋によるセルフメディケーションが、医療費抑制に直接的に繋がっているかの効果測定が困難であるため、アウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

3,658 3,658 3,658 3,658 3,658 3,658

3 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 １ ス

東京都総合組合保健施設
振興協会（東振協）の共
同事業を利用し、全国の
契約医療機関にて3,000円
を上限として接種費用を
補助。

ア,ス

被保険者の予防接種につ
いては、以前より母体事
業所で実施しているため
、健保では被扶養者のみ
の実施とし、役割分担し
ている。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも告
知する。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも告
知する。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも告
知する。
補助額や実施方法の見直
しを検討する。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも複
数告知する。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも複
数告知する。

10月〜1月を接種期間とし
て実施。告知は機関誌フ
ルール秋号にお知らせを
掲載。その他ホームペー
ジへの掲載と合わせ、社
内イントラメールでも告
知する。
補助額や実施方法の見直
しを検討する。

接種者と未接種者では、接種者のインフル
エンザ関連レセプトの平均単価が低く、重
症化予防に一定の効果をあらわしていると
考えられるため、接種率の向上に努める。

・被扶養者は男女ともに、0〜9歳
の呼吸器系疾患と皮膚系疾患の医
療費が高い。
該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

告知回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)社内イント
ラメールでの告知回数を増やし、接種率向上に努める。 接種率(【実績値】31％　【目標値】平成30年度：33％　平成31年度：35％　平成32年度：37％　平成33年度：40％　平成34年度：43％　平成35年度：45％)10/1現在在籍被扶養者のうち、接種した人の割合。

50 50 50 50 50 50

3 既
存 歯科検診 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ウ

委託業者の提携歯科医院
にて、無料の歯科検診を
実施。虫歯や歯周病、歯
並びのチェックを15分程
度で実施。精密検査や治
療が必要となった場合は
保険診療となる。ウェブ
から検診予約を行う。

ス

全国約1,600カ所の提携歯
科医院から利用者が受診
先を選択でき、受診しや
すい環境を提供。委託先
より毎月の受診実績につ
いて報告あり。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。
次年度以降に向けて、実
施方法の見直しを検討す
る。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。

年間を通じて検診実施。
歯科検診に関するアンケ
ートを実施する。社内イ
ントラメール又は機関誌
を通じて告知を行う。
次年度以降に向けて、実
施方法の見直しを検討す
る。

歯科医療費の削減を目的として、歯科検診
受診者数の向上を目指す。

・歯科医療費が５年前の3.2倍に増
大。特に歯肉炎・歯周炎の罹患者
数が3倍と急激に伸びている。

アンケート実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)認知度
や歯科検診のニーズを把握するため、アンケートを実施する。 受診者数(【実績値】33人　【目標値】平成30年度：40人　平成31年度：50人　平成32年度：60人　平成33年度：70人　平成34年度：80人　平成35年度：90人)歯科検診受診者数の向上を目指す。

16,005 16,005 16,005 16,005 16,005 16,005

体
育
奨
励

5 既
存

フィットネス
クラブの利用
補助

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 １ ケ

提携する全てのフィット
ネスクラブ利用について
、１回の利用料金をワン
コイン（500円）に抑えて
利用意欲を増長。定期的
にキャンペーンを行い、
利用登録促進を図ってい
る。30年度より、配偶者
以外の被扶養者にも利用
対象者を拡大。

ス
フィットネスクラブ法人
４社と契約し、全加入者
が利用しやすい環境を提
供している。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。
提携先との契約内容や実
施方法について見直しを
検討する。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。

入社時研修にて利用案内
実施。春と秋にキャンペ
ーンを実施し、登録者増
をはかる。
提携先との契約内容や実
施方法について見直しを
検討する。

運動習慣の定着のため、利用割合向上を目
指す。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

アンケート実施(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　平成31年度：1回　平成32年度：1回　平成33年度：1回　平成34年度：1回　平成35年度：1回)フィッ
トネスクラブの利用に関して、制度の認知度や未利用者理由などを探るため、アンケートを実施する。 利用割合(【実績値】18％　【目標値】平成30年度：19％　平成31年度：20％　平成32年度：21％　平成33年度：22％　平成34年度：23％　平成35年度：24％)利用対象者に対する、実利用人数の割合。

3,700 3,800 3,900 4,000 4,000 4,000

2,5 既
存

ヘルスアップ
キャンペーン 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ア,エ,ケ,シ

年２回、春と秋に実施。
キャンペーン中の歩数や
、健康行動実施状況をポ
イント化し、成績優秀者
や成績優秀な事業所所属
に対して賞品を贈呈。歩
数記録は、ウェブサービ
ス「KenCoM」から登録
可能。

ア,コ

キャンペーンの案内を各
事業所の所属宛に発送。
各所属の事務担当者が取
りまとめを行うことによ
り、集計の時短・効率化
が可能となり、参加率の
向上にもつながっている
。所属対抗戦も併せて行
うことで、職場の一体感
をもたせている。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。30年度より上位賞
の抽選範囲を拡大し、受
賞機会を拡大。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。
次年度以降の実施方法等
の見直しを検討する。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。

春と秋に実施。参加賞と
上位賞の品目は毎回変更
する。
次年度以降の実施方法等
の見直しを検討する。

被保険者のヘルスリテラシー向上を目的と
し、職場全体の雰囲気をキャンペーンによ
り活性化させるため、参加率の向上を目指
す。

・30歳代から肥満割合が急増。メ
タボ該当者が20歳代では18.6％で
あるが、30歳代では30.9％に。
・40歳代から肥満が非肥満を逆転
。リスク高(血糖・血圧・脂質全て
該当)割合も30歳代に比べ倍増。
・50歳代では非肥満も含めたリス
ク高割合が11.2％に。リスクなし
割合が27.2％と他年代と比べ激減
。

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

24



アンケート実施(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)キャ
ンペーンの評価や、期待することについてリサーチするため、キャンペーン実施時にアンケートを取る。

参加率(【実績値】28.5％　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：31％　平成32年度：32％　平成33年度：33％　平成34年度：34％　平成35年度：35％)年２回実施を毎年継続。実施の都度改善点を洗い出
し、次回以降の参加率向上に繋げる。

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

平成30年8月07日 [ この内容は未確定です。]
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分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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